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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第58期

第３四半期累計期間
第59期

第３四半期累計期間
第58期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 6,989,753 7,203,044 9,301,756

経常利益 (千円) 2,123,320 2,313,508 2,792,709

四半期(当期)純利益 (千円) 1,348,402 1,870,309 1,665,160

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) 29,635 45,433 44,829

資本金 (千円) 3,887,500 3,887,500 3,887,500

発行済株式総数 (株) 18,700,000 3,740,000 18,700,000

純資産額 (千円) 43,815,112 45,876,203 44,126,667

総資産額 (千円) 50,083,498 52,321,997 50,963,409

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 381.05 528.55 470.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 7.50

自己資本比率 (％) 87.48 87.68 86.59
 

　

回次
第58期

第３四半期会計期間
第59期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 143.31 175.79
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社、親会社、関連会社14社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、財政状態、経営成績の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調が

続いているものの、中国をはじめとする新興国経済の動向や北朝鮮問題など、先行きは依然として不透明な状況が

続いております。

当家具・インテリア業界におきましては、個人消費の本格的な回復には至らず、厳しい状況が続いております。

この結果、売上高は、7,203,044千円(前年同四半期の103.1％)となりました。

一方、利益面におきましては、営業利益は、売上高が増加するなか、販売費及び一般管理費が減少したこと等に

より、2,253,063千円(前年同四半期の114.0％)となりました。経常利益は、2,313,508千円(前年同四半期の

109.0％)、四半期純利益は、固定資産売却益303,163千円の計上等により、1,870,309千円(前年同四半期の

138.7％)と各利益とも増益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①家具商品部門

家具商品部門の売上高は、3,313,865千円(前年同四半期の98.8％)と減少し、セグメント利益(営業利益)は、

93,905千円(前年同四半期はセグメント損失(営業損失)25,943千円)となりました。

②不動産賃貸部門

不動産賃貸部門の売上高は、3,740,852千円(前年同四半期の106.8％)と増加し、セグメント利益(営業利益)

は、2,294,510千円(前年同四半期の107.4％)となりました。

③その他

プラスチック成型品の売上高は、148,326千円(前年同四半期の110.8％)と増加し、セグメント利益(営業利益)

は、4,494千円(前年同四半期の110.8％)となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社光製作所(E02653)

四半期報告書

 3/17



 

(2) 財政状態の分析

 (資産)

流動資産は、6,953,948千円となり、前事業年度末に比べ1,477,623千円の増加となりました。これは主に、現

金及び預金の増加によるものであります。

固定資産は、45,368,049千円となり、前事業年度末に比べ119,034千円の減少となりました。これは主に、有

形固定資産の減少によるものであります。

 (負債)

流動負債は、1,296,109千円となり、前事業年度末に比べ409,604千円の減少となりました。これは主に、未払

法人税等の減少によるものであります。

固定負債は、5,149,685千円となり、前事業年度末に比べ18,657千円の増加となりました。これは主に、長期

預り敷金の増加によるものであります。

 (純資産)

純資産は、45,876,203千円となり、前事業年度末に比べ1,749,535千円の増加となりました。これは主に、利

益剰余金の増加によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

特記事項はありません。

 

(5) 主要な設備

① 新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期累計期間に著しい変動があった設備は、次の

とおりであります。

ａ 新設

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

建物
土地
(面積㎡)

合計

セブンイレブン板橋徳
丸６丁目店
(東京都板橋区)

不動産賃貸部門 賃貸用設備 60,894
550,930

(1,022.59)
611,824

 

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

b 売却

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

建物
土地
(面積㎡)

その他 合計

大森光ビル
(東京都品川区)

不動産賃貸部門 賃貸用設備 196,239
231,698
(317.54)

0 427,938
 

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 11,440,000

計 11,440,000
 

(注)　平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で株式併合に伴う定款変更が

行われ、発行可能株式総数は45,760,000株減少し、11,440,000株となっております。

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,740,000 3,740,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,740,000 3,740,000 ― ―
 

(注)　１　平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１

　　　　　株の割合で株式併合を実施しております。これにより、発行済株式総数は14,960,000株減少し、　　　

　　　　　3,740,000株となっております。

　　　２　平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株か

　　　　　ら100株に変更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平 成 29 年 10 月 １ 日
(注）

△14,960,000 3,740,000 ― 3,887,500 ― 4,947,500
 

(注)　平成29年６月29日開催の第58回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の

　　　割合で株式併合を実施しております。これにより、発行済株式総数は14,960,000株減少し、3,740,000株と

なっております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式        1,007,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式           31,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式       17,622,000 17,622 ―

単元未満株式 普通株式           40,000 ― ―

発行済株式総数 　　　　        18,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 17,622 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式）      

株式会社光製作所 荒川区東尾久４－７－１ 1,007,000 ― 1,007,000 5.39

(相互保有株式)      

株式会社福島光商事 二本松市渋川字宮前１-１ 4,000 ― 4,000 0.02

株式会社群馬光商事 館林市松原１－22－10 1,000 ― 1,000 0.01

株式会社中央光商事 川口市領家５－１－５ 1,000 ― 1,000 0.01

株式会社新潟光商事 新潟市東区木工新町1066 7,000 ― 7,000 0.04

株式会社長野光商事 上田市秋和問屋町503 6,000 ― 6,000 0.03

株式会社静岡光商事 沼津市足高字尾上191－１ 3,000 ― 3,000 0.02

株式会社名古屋光商事 愛西市雀ヶ森町開田27 7,000 ― 7,000 0.04

株式会社光リビング 足立区小台２－46－１ 2,000 ― 2,000 0.01

計 ― 1,038,000 ― 1,038,000 5.55
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、永和監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,707,888 5,261,899

  受取手形 448,264 ※１  498,805

  売掛金 496,578 387,055

  商品 756,144 745,072

  その他 72,584 65,970

  貸倒引当金 △5,135 △4,855

  流動資産合計 5,476,325 6,953,948

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 15,082,114 14,403,140

   土地 26,435,296 26,951,493

   その他（純額） 542,038 486,783

   有形固定資産合計 42,059,449 41,841,418

  無形固定資産 1,087,796 1,089,351

  投資その他の資産   

   投資有価証券 424,049 437,055

   長期貸付金 1,393,705 1,679,905

   その他 783,597 560,669

   貸倒引当金 △261,513 △240,351

   投資その他の資産合計 2,339,837 2,437,279

  固定資産合計 45,487,084 45,368,049

 資産合計 50,963,409 52,321,997

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 405,502 296,504

  未払法人税等 625,386 179,356

  賞与引当金 16,824 4,639

  その他 658,001 815,609

  流動負債合計 1,705,714 1,296,109

 固定負債   

  退職給付引当金 4,966 -

  長期預り敷金 5,109,175 5,132,513

  資産除去債務 16,884 17,171

  固定負債合計 5,131,027 5,149,685

 負債合計 6,836,741 6,445,794
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,887,500 3,887,500

  資本剰余金 4,947,500 4,947,500

  利益剰余金 35,612,347 37,349,957

  自己株式 △419,121 △419,935

  株主資本合計 44,028,225 45,765,022

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 102,154 111,180

  繰延ヘッジ損益 △3,711 -

  評価・換算差額等合計 98,442 111,180

 純資産合計 44,126,667 45,876,203

負債純資産合計 50,963,409 52,321,997
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 6,989,753 7,203,044

売上原価 4,339,869 4,367,736

売上総利益 2,649,884 2,835,308

販売費及び一般管理費 673,698 582,244

営業利益 1,976,185 2,253,063

営業外収益   

 受取利息 12,387 13,321

 受取配当金 13,069 12,167

 貸倒引当金戻入額 98,365 21,442

 雑収入 10,429 13,058

 その他 14,900 3,937

 営業外収益合計 149,151 63,928

営業外費用   

 商品廃棄損 1,922 3,389

 その他 94 94

 営業外費用合計 2,016 3,483

経常利益 2,123,320 2,313,508

特別利益   

 固定資産売却益 23,543 303,163

 投資有価証券売却益 37,716 -

 違約金収入 - 437,200

 特別利益合計 61,259 740,363

特別損失   

 固定資産売却損 184,408 -

 固定資産除却損 47,965 348,669

 特別損失合計 232,374 348,669

税引前四半期純利益 1,952,205 2,705,203

法人税、住民税及び事業税 545,361 619,356

法人税等調整額 58,441 215,536

法人税等合計 603,802 834,893

四半期純利益 1,348,402 1,870,309
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期

会計期間末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 ―千円 53,905千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 805,479千円 767,651千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 132,698 7.50 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 132,698 7.50 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

(持分法損益等)

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

関連会社に対する投資の金額 16,100千円 16,100千円

持分法を適用した場合の投資の金額 578,765千円 631,550千円
 

　

 
前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

持分法を適用した場合の投資利益の金額 29,635千円 45,433千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  　

 
報告セグメント(千円)

その他(千円)
(注)

合計(千円)

家具商品部門 不動産賃貸部門 計

売上高      

  外部顧客への売上高 3,353,272 3,502,595 6,855,868 133,884 6,989,753

セグメント利益又は損失(△) △25,943 2,136,703 2,110,760 4,057 2,114,817
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントである、プラスチック成型品事業でありま

す。

 

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

  

利益 金額(千円)

報告セグメント計 2,110,760

「その他」の区分の利益 4,057

全社費用(注) △138,632

四半期損益計算書の営業利益 1,976,185
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  　

 
報告セグメント(千円)

その他(千円)
(注)

合計(千円)

家具商品部門 不動産賃貸部門 計

売上高      

  外部顧客への売上高 3,313,865 3,740,852 7,054,718 148,326 7,203,044

セグメント利益 93,905 2,294,510 2,388,416 4,494 2,392,911
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントである、プラスチック成型品事業でありま

す。

 

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

  

利益 金額(千円)

報告セグメント計 2,388,416

「その他」の区分の利益 4,494

全社費用(注) △139,847

四半期損益計算書の営業利益 2,253,063
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 381円05銭 528円55銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 1,348,402 1,870,309

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,348,402 1,870,309

普通株式の期中平均株式数(株) 3,538,636 3,538,561
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　 ２ 平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度の期首に

　　　　　 当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 
(重要な後発事象)

      該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月14日

株式会社光製作所

取締役会  御中

永和監査法人
 

 
 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士   福   島  　　　 直   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社光製作

所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第59期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光製作所の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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